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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成20年６月26日に提出いたしました第44期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）有価証券報告書

の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。

 

２ 【訂正事項】

第一部企業情報

　第５　経理の状況

　　１　連結財務諸表等

(1) 連結財務諸表

　　注記事項

　　　（リース取引関係）

　　２　財務諸表等

(1) 財務諸表

②損益計算書

注記事項

　（リース取引関係）

 

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部【企業情報】
第５　【経理の状況】

　１　【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

　　注記事項

　　（リース取引関係）

（訂正前）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（訂正後）

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
機械装置
及び運搬具

合計

取得価額相当額 23,599千円23,599千円

減価償却累計額
相当額

4,537千円 4,537千円

期末残高相当額 19,061千円 19,061千円

　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

　  もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
機械装置
及び運搬具

合計

取得価額相当額 23,599千円23,599千円

減価償却累計額
相当額

4,867千円 4,867千円

期末残高相当額 18,732千円 18,732千円

　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,071千円

１年超 13,989千円

　合計 19,061千円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,071千円

１年超 13,660千円

　合計 18,732千円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 3,606千円

減価償却費相当額 3,606千円

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 3,935千円

減価償却費相当額 3,935千円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

２　オペレーティング・リース取引

　(借主側)

　　　未経過リース料

１年以内 9,345千円

１年超 30,394千円

　合計 39,740千円
　

２　オペレーティング・リース取引

　(借主側)

　　　未経過リース料

１年以内 9,345千円

１年超 29,733千円

　合計 39,078千円
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２　【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

②【損益計算書】

（訂正前）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1    

１　従業員給与手当  1,283,011   

２　従業員賞与  122,130   

３　賞与引当金繰入額  100,435   

４　役員賞与引当金繰入額  26,400   

５　役員退職慰労引当金繰入額  ─   

６　退職給付費用  48,911   

７　法定福利費  197,251   

８　減価償却費  39,660   

９　その他  968,692 2,786,49321.4

営業利益   533,280 

 

（訂正後）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1    

１　役員報酬  148,020   

２　従業員給与手当  1,283,011   

３　従業員賞与  122,130   

４　賞与引当金繰入額  100,435   

５　役員賞与引当金繰入額  26,400   

６　役員退職慰労引当金繰入額  ─   

７　退職給付費用  48,911   

８　法定福利費  197,251   

９　減価償却費  39,660   

10　その他  820,672 2,786,49321.4

営業利益   533,280 
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（訂正前）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（訂正後）

 

――― 表示方法の変更

  

 当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 （損益計算書）

　前事業年度において販売費及び一般管理費の「その他」

に含めておりました「役員報酬」は販売費及び一般管理

費の総額の100分の５を超えたため、当事業年度より区分

掲記いたしました。なお、前事業年度の販売費及び一般管

理費の「その他」に含まれる「役員報酬」は126,885千

円であります。
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　　注記事項

(リース取引関係)

 

（訂正前）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（訂正後）

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 車両運搬具 合計

取得価額相当額 16,562千円16,562千円

減価償却累計額
相当額

3,804千円 3,804千円

期末残高相当額 12,757千円 12,757千円

　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(借主側)

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 車両運搬具 合計

取得価額相当額 16,562千円16,562千円

減価償却累計額
相当額

4,134千円 4,134千円

期末残高相当額 12,428千円 12,428千円

　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,312千円

１年超 9,445千円

　合計 12,757千円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,312千円

１年超 9,115千円

　合計 12,428千円

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 2,873千円

減価償却費相当額 2,873千円

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 3,202千円

減価償却費相当額 3,202千円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

２　オペレーティング・リース取引

　(借主側)

　　　未経過リース料

１年以内 9,345千円

１年超 30,394千円

　合計 39,740千円
　

２　オペレーティング・リース取引

　(借主側)

　　　未経過リース料

１年以内 9,345千円

１年超 29,733千円

　合計 39,078千円
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